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岐阜県会議員

県政活動報告

松岡　正人新聞新聞
「コロナ社会を生き抜く」

　2月２６日に岐阜県で新型コロナウィルス陽性患者が初めて確認されて、

４月 10 日には非常事態宣言が発令され、 外出自粛や休業要請など県民の

皆様の生活に大きな影響が出ました。 「オール岐阜体制」 のもと、 県民の

皆様のご協力で早期の収束を実現しましたが、 第 2 波が到来しており

(7 月 25 日現在 /陽性患者 220 人 )、 感染防止対策と社会経済活動の

両立がウイズコロナ ・ アフターコロナに向けての大きな課題です。

　今年は新型コロナウイルス対策を所管する厚生環境委員会に配属されて

おり、 自民党岐阜県連の政調会長代理も拝命し、 中堅議員として多岐に

わたる施策に取り組んで参ります。 皆様からの声を県政に反映できる議員

として、 今後ともご指導ご鞭撻よろしくお願いいたします。

令和２年度 6月補正予算　１,１０４億７,３４０万3千円令和２年度 6月補正予算　１,１０４億７,３４０万3千円

補正予算額は、 過去最大規模

1　感染防止 ・ 医療   403 億円
(1) 感染防止対策の推進  

●病院、診療所等の感染防止対策支援　

●福祉施設等の感染防止対策支援

●学校・幼稚園、保育所など多方面での感染防止支援

●「新たな日常」に対応する宿泊施設等の改修等への支援

●災害時の避難所における感染防止対策の拡充

(2) 今後に備えた医療・福祉提供体制の整備

●医療・介護・障がい福祉施設従事者等への慰労金

●感染症患者受入病床の確保　

●ICU の前室付陰圧室化などの入院診察体制の強化

●防護服、フェイスシールドなどの衛生資材の確保

●ＰＣＲ検査体制の増強

●感染症患者受入医療機関への協力金の支給

●在宅高齢者・障がい者へのサービス再開に向けた支援

(1) 教育の ICT 化

●生徒使用タブレット導入やオンライン学習の充実

●私立高校等の教育 ICT 化の支援

●県立学校 ( 農業大学校、国際園芸アカデミー等 )ICT 化

(2) 学びの場の確保と安全対策

●学習指導の人的体制の充実

●学校再開に伴うサポートスタッフの増員

●臨時的なスクールバス増車による三密の回避

●家計急変の影響を受けた児童生徒の私学授業料の軽減

●高校総体等の代替大会開催の支援

　経済の再生　　588 億円
(1) 経済再生・雇用維持

●中小・小規模事業者への更なる金融支援の強化

●新型コロナウィルス感染症対応事業応援補助金の拡充

●地場産業の販路開拓及び商品開発等への支援

●サプライチェーンの見直しと新たな需要への設備投資支援

●離職者雇用企業給付金の増額

(2) 観光のリスタート ( 守りと攻め )

●「新たな日常」に対する宿泊施設の改修等への支援〔再掲〕

●安心スティ～ほっと一息、ぎふの旅～キャンペーン　

　　　　　　　　　　　　　　　　　（クーポン発行等）

●「新たな観光」の推進

　　　　（ＶＲ、戦国武将、サステイナブル・ツーリズム等）

●インバウンド再開に向けたネットワーキング　

(3) 農林水産業の支援

●学校給食への飛騨牛・鮎等の提供支援　

●輸出先国の市場変化に対応した食品製造施設等の支援

●原木ストックヤードの確保、県産材住宅の建設支援拡充

4　「新たな日常」 ・ 社会経済の内容　　56 億円
(1) 県民生活の維持・「新たな日常」への対応  

●緊急小口資金や住居確保給付金の確保

●ひとり親世帯、妊産婦への支援

●移住定住の促進、サテライトオフィスの支援

●SDGｓ（持続可能な開発目標）の推進

(2) 社会経済の変容（デジタルトランスフォーメーションなど）

●テレワークの推進

●ローカル 5Ｇの環境整備、ソフトウェア産業の支援

●農林業、福祉分野のロボット・ICT 化支援

●「コロナ社会を生き抜く」文化芸術活動の応援

●県庁デジタルトランスフォーメーションの推進　　　　　　
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3 子どもたちを守り育てる教育体制の再整備　　61 億円
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　私が会長代理を務める「県政自民クラブ政務調査会」からの要望提出案件に対して、しっかりと予算に反映されました。

また、昨年 12 月議会で質問した「木曽川のブランド化」が、「木曽川再発見プロジェクトとして施策がスタートし、

3000 万円の予算が計上されました。



　岐阜県は、新型コロナウイルス感染症対策にあたり、発生した複数のクラス

ター（集団感染）の収束など、これまで様々な経験を積み重ねてきました。　

新型コロナウイルス感染防止対策の徹底は、ご自身及びご家族を守り、皆様の

事業、お客様や従業員を守る、極めて大切なことです。今後、第２波、第３波

も予想されるコロナとの闘いは、長期戦に亘る可能性が高く、これからは「コ

ロナとともにある（with_corona）新しい日常（new_normal）」、

すなわち「コロナ社会」を生き抜いていかなければなりません。

あらゆる機会において、新型コロナウイルスが潜んでいることを

意識し、対策を実践していきましょう！

オール岐阜でコロナ社会を生き抜きましょう

岐阜県感染症対策基本条例（施行日：令和２年７月９日）

　岐阜県はこれまで、新型コロナウイルス感染症に対し、行政、医療機関、事業者、県民等が一体となり、「オー

ル岐阜」の体制の下、スピード感を持って徹底した対策を講じてきました。今回の取組みの経験を踏まえて、今

後危惧される新たな感染症の発生に備えるために、感染症対策の基本的な考え方や推進体制に関する

枠組みを明確にして、これらを県民あげて共有するべく、このたび、「岐阜県感染症対策基本条例」

を制定しました。この条例を基に、引き続き「オール岐阜」で対策の実施に万全を期すために、今後

とも感染症対策にご理解とご協力をお願いします。

人との距離確保 マスクの着用
手洗い

三つの密の回避

新型コロナウィルス感染症対策に関する支援策

　岐阜県の新型コロナウィルス感染症の影響を受けた方々への支援制度を「個人向け」「事業者向け」「支援策一覧

ガイドブック」「相談会等」の項目ごとにホームページで案内しています。

　個人向けのページでは、「生活資金に困っている」「子供がいる方のために」「新型コロナウィルスに感染し

たら」「納税等の特例」の項目別に支援内容が紹介されています。
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33 木曽川再発見プロジェクト

県議会 6 月定例会　補正予算　３０００万円計上

　浅野各務原市長及び幹部職員と「木曽川麒麟の会」のメンバー ( 可児市観光協会会長、木曽川観光社長、犬山選出

愛知県議など ) が、木曽川の広域連携について、６月３０日に市役所で面談しました。「木曽川麒麟の会」からは、

これまで会議を繰り返して取り組んできたことや岐阜県の「木曽川再発見プ

ロジェクト」の予算化の経緯等を報告し、各務原市の参画と協力を依頼しま

した。市長からも前向きな取り組みと岐阜県との連携及び近隣市町との情報

交換をするとのご返答と共に、岐阜県に対する要望やご意見もいただきまし

た。6 月の県議会定例会で「木曽川再発見プロジェクト」の補正予算３００

０万円が議決され、今まで取り組もうと話し合ってきたことが、いよいよ実

現に向かって大きく動き始めました。



岐阜県議会　タブレット端末導入に向けて

　ペーパーレス化や議員活動の効率化などを目的に、タブレット端末の導入に向

けて、3 月から情報端末導入調査検討委員会が設けられており、私が委員長を務

めています。7 月 6 日の委員会では、来年 9 月以降に本格導入することが決まり

ました。委員会メンバーが、タブレット端末の使用を試行して検証を行ったうえで、

全議員に貸与して紙資料と併用しながら本格導入をめざします。

岐阜県から金メダルを！！

　岐阜県在住の女子バドミントンダブルスの福島・廣田ペアが、3

月の全英選手権で優勝したことを報告するために古田知事と面談し

ました。面談に先立ち、顕著な功績を挙げた両選手に「清流の国ぎ

ふ栄誉賞」を知事から授与されました。私も岐阜県バドミントン協

会の役員として同行し、彼女たちの活躍とジュニア育成の状況など

を紹介しました。知事は面談で「頂点に立つ大変さを感じたと思う。

大いに期待しています。」と述べ、両選手は「金メダルを目標に向かっ

ていきます。」と話していました。私は学生時代にバドミントン選

手としてインターハイやインカレにも出場した経験があ

るので、現在も各務原市バドミントン協会会長や県協会

副会長を務めています。

　岐阜県ではＳＤＧｓの広範な取組みの推進に向けて、企業や団体など多様な主体が連携して、県の取組みや国施

策の紹介、先進事例の共有・情報発信などを行う「清流の国ぎふ」ＳＤＧｓ推進ネットワークを設置して

います。推進ネットワークの目的・活動内容にご賛同いただける県内の企業や団体、ＮＰＯ、 個人等を対

象に幅広く会員を募っています。（会費無料）推進ネットワークでは、会員向けにメールマガジンで、会

員の活動紹介や岐阜県の取組み、ＳＤＧｓに関する先進事例等を配信しています。

SDGｓとは
●持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ( エス・

　ディー・ジー　ズ )）とは、2015 年

　9 月の国連サミットで採択された持

　続可能でよりよい世界を実現するた

　めの国際目標です。

●17 のゴール・169 のターゲットか

　ら構成され、地球上の「誰一人取り

　残さない」ことを誓っています。

●目標を達成するためには、私たち一

　人ひとりが身の回りの社会問題や環

　境問題などの様々な課題を「自分ごと」

　として捉え、積極的に行動すること

　が大切です。

最近よく
見かけますよね

SDGｓプロジェクト　「オール岐阜」で推進しよう！44

55

66

「私も、これまで以上に環境や福祉施策に取り組んでいきます！」「私も、これまで以上に環境や福祉施策に取り組んでいきます！」



ブログより抜粋 毎日更新。 Facebook とともに是非ともご覧ください。

1 月 10 日　　　　木曽川中流域の観光振興

　昨年 12 月定例会での一般質問で知事

の考えをお伺いしたことで、木曽川中流

域の観光施策が大きく動き始めて、新聞

にも大きく取りあげられました。今朝県

庁で木曽川の観光施策について、県の観

光企画の担当者と面談して情報をいただ

くとともに、今後の施策やコンセプトに

ついて提案させていただきました。知事の意向や県の担当課の方針、

今後のスケジュールなどを聞く良い機会となりましたが、今回の契機

となった「木曽川の会」への県担当者参加も依頼しました。私として

は木曽川の特徴と観光資源を活かすために、「アクティブ木曽川」と

銘打って、サイクリングやウォーキング、アウトドアスポーツ、BBQ

などと歴史的な観光資源や既存施設をどのように連携していくかを考

えたいと思います。

１月２５日　　　 消防団を中核とした地域防災力強化について

　昨日に続いて今日も岐阜新聞に消防団に関する記事が掲載され、「消

防団協力金」について、読者の賛否の意見や法律的な見解を報じてい

ました。県内 42 市町村に消防団への「協力金」に関するアンケート

を実施した結果、15 市町村がその存在を把握しており、違法性を認

める事自体もあったということです。「消防団の維持のためには協力金

が必要である」という擁護する意見がある一方で、「金額が高すぎる」

など実際に出不足金を支払った人の不満の声も紹介されていました。

平成 25 年に「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法

律」が制定されたことを踏まえて、市町村単位というより県や国がしっ

かりとした方向性と制度設計をすべき時期が来ていると思うので、前

向きに取り組んでいきたいと思います。

４月１１日　　　　正確な情報の大切さ

　今朝 1 番 NHK のウェブニュースで、コロナウィルス陽性患者 5 人

が各務原市の職場で確認され、クラスターの可能性があるという

ニュースを見ました。昨日の岐阜県の担当部署からは、各務原市在住

の陽性患者の勤務している岐阜市の事業所で新たに 3 人の陽性患者が

認められたと報告を受けていました。事業所が岐阜市なのか各務原市

なのかでは、地元の皆さんの対応が大きく変わるので、県の担当者と

NHK の記者の双方から情報を聞き取りどちらが正しいのかを確認し

ました。結果、事業所は各務原市ではなく岐阜市でしたが、非常事態

宣言が発出されている現在、正確な情報が市民の皆さんに発信される

べきであり、今後も注意をしていきたいと思います。

４月２１日　　　　東京一極集中のリスク

　コロナウイルス感染者数が東京都で減少しないのは、人口比からす

れば当然の結果であり、感染者急増の事態を前に改めて東京一極集中

のリスクを実感しています。( 東京都の人口密度は 1㎢あたり 6354

人、岐阜県は都道府県別で 30 位で 187 人 30 倍以上かけ離れてい

ます。)　東京都の一極集中の加速が止まらない状況を危惧する声は従

前からあり、中央防災会議が「首都直下地震の被害想定と対策につい

て」①人口や資産の集中によるリスク、②首都中枢機能への影響として

のリスク、③地域・地盤の脆弱性によるリスクの 3 つに分類して検証

しています。20 年ほど前に「首都機能移転問題」が国会でも論じられ、

岐阜県においては「東京から東濃へ」というスローガンで様々な取り

組みが行われ、私も青年会議所の一員としてシンポジウムの開催やプ

ロモーションビデオを作成したことを覚えています。収束が見えない

コロナウイルス感染者拡大は超過密都市・東京のハイリスクを顕在化

させており、今後「東京一極集中の是正」や「働き方改革とリモート

ワーク」などについて、政治がしっかり取り組むべき重要課題である

と思います。

３月１０日　　　　会議続きの１日

　県議会定例会中で「少子高齢化社会の安全対策特別委員会」が開催

され、1 年間の委員会での議論や県内外の視察、参考人招致による情

報収集などを踏まえて中間報告がまとめられました。そのあと委員長

を仰せつかっている情報端末導入調査検討委員会が行われ、議事を進

行するとともに、タブレット導入に向けて導入リスクやメリット、目

的について早急に取りまとめるように議会事務局へ依頼をしました。

昼休みには岐阜県住宅供給公社から理事会の議案について説明を受け

て、資産状況や減価償却を踏まえた借入金の長期資金への移行、人件

費や人手不足を見据えた維持管理業者との関係構築について提案しま

した。午後からは、「畜産に関する勉強会」「岐阜県地方競馬組合議会

定例会」と会議が続いた 1 日でした。
６月１６日　　　　県庁から笠松町役場へ

　午前中、「コロナウイルス関連の要望

取りまとめ」に関して、政務調査会議が

開催されて、政調会長代理として司会を

務めました。昼食時は、来週から始まる

県議会定例会の提出議案説明や日程の報

告等のために、県政自民クラブのクラブ

総会が開催され、幹事長として司会を務めました。会議の合間には商

工労働部との打ち合わせもしましたが、次回定例会では、新型コロナ

ウィルス関連の補正予算について上程される予定であり、国補正の内

容が明確になっていないことから、開会日まで議案の内容が固まらな

いようです。夕刻には笠松町役場において、先日移籍したオリンピッ

ク候補選手であるフクヒロが所属する「丸杉ブルビック」と笠松町と

のパートナーシップ協定の打ち合わせに岐阜県バドミントン協会副会

長として参加して、練習場や施設利用、イベントや町民との交流、今

後のスケジュールなどの具体的内容を話し合いました。
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１月２５日　　　消防団を中核とした地域防災力強化について

▲岐阜市大河ドラマ館にて


